
第 64号議案

長岡京市印鑑条例等の一部改正について

長岡京市印鑑条例 (昭和 53年長岡京市条例第 7号 )、 長岡京市手数料条例 (平

成 12年長岡京市条例第 3号 )及 び長岡京市戸籍に関する手数料条例 (平成 12

年長岡京市条例第 4号 )の一部を別紙の とお り改正するもの とする。

令和 4年 8月 29日 提出

長岡京市長  中小路 健 吾

(提案理由 )

市民の利便性 向上及び行政事務の効率化を図ることを 目的 として、市役所

庁舎内に多機能端末機 を設置 し、多機能端末機で発行できる各種証明書等の

発行手数料について臨時的に期間を定めて減額す るため、条例の一部を改正

する必要があるので提案する。



長岡京市印鑑条例等の一部を改正する条例

(長岡京市印鑑条例の一部改正 )

第 1条 長岡京市印鑑条例 (昭和 53年長岡京市条例第 7号 )の一部を次のように改正す

る。

(長岡京市手数料条例の一部改正 )

第 2条 長岡京市手数料条例 (平成 12年長岡京市条例第 3号)の一部を次のように改正

する。

改正後 改正前

(印鑑登録証明の申請 )

第 14条  【略】
2 前項の規定にかかわらず、印鑑登録者
は、行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律

(平成 25年法律第 27号 )第 2条第 7項
に規定する個人番号カー ドに電子署名等

に係る地方公共団体情報システム機構の

認証業務に関する法律 (平成 14年法律
第 153号 )第 22条第 7項の規定によ
る利用者証明用電子証明書の記録がある

当該個人番号カー ドを利用 して、多機能

端末機 (本市の電子計算機 と電子通信回

行する機能を有するものをいう。以下同

じ。)を通 じて、印鑑登録の証明を申請す

ることができる。

線で接続された端末機で、証明書等を発

(印鑑登録証明の申請 )

第 14条  【略】
2 前項の規定にかかわらず、印鑑登録者
は、行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律

(平成 25年法律第 27号 )第 2条第 7項
に規定する個人番号カー ドに電子署名等

に係る地方公共団体情報システム機構の

認証業務に関する法律 (平成 14年法律
第 153号 )第 22条第 7項の規定によ
る利用者証明用電子証明書の記録がある

当該個人番号カー ドを利用して、多機能

端末機 (本市の電子計算機 と電子通信回

_全端末機で、証明書等を発行する機能を

有するものをい う。以下同 じ。)を通 じて、

印鑑登録の証明を申請す ることができ

る。

線により接続された市以外の者が設置す

改正後 改正前

附 則
1～ 3【 略】
(多機能端末機による各証明書等の交付

に係る手数料の金笙の特例)

4 行政手続における 定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律 (平

成 25年法律第 27 号)第 2条第 7項に
規定する個人番号カー ドに電子署名等に

係る地方公共団体情報システム機構の認

工当阻三塁」二∠止 隻L二王主』=型壬整企重

附  則

1～ 3 【略〕

【加える】



改正後 改正前

153号 )第 22条 第 7項の規定による

利用者証明用電子証明書の記録がある当

該個人査量左=Eを型星L【 、_生機土盤
左機_(杢立の電i量墓機と重孟通信回墨
で接続された端末機で、証明書等を発行

する機能を有するものをいう。)に より

る の各
に́

`C
げ る の

董笠2査堂笙堡登壬空型の全笙旦、_笙2
条各号の規定にかかわらず、令和4年 12
1日 から令 6 3月 31日 までの
は、それぞれ当該各号に定める額とする。

11)課税証明手数料 1通につき 200
円

(2) 豆壼整p附 票 の写 しの交付手数料
1通 につ き  200円

皿 住 民票の写 しの交付手数料 1通 に

つ き 200

Ш 住民票記:塾:事項証明書の交付手数料

1通 につき 200

皿 印量登量証盟豊奎生三数料 1通二
つき 200円
(長岡京市戸籍に関する手数料条例の一部改正)

第 3条 長岡京市戸籍に関する手数料条例 (平成 12年長岡京市条例第 4号)の一部を次
のように改正する。

改正後 改正前

附 則

1・ 2 【略】
(第 2条第 1号に規定する証明書の交付

に係る手数料の金額の特例 )

3 征菫三症二主壁る生立の但△生起 11立:

るための番号の利用等に関する法律 (平

垣L_2_5生生隻笙2■旦と自巨」≧空笙7三1こ
規定する個人番号カー ドに電子署名等に

墨_る地左公基国埜債盤立昼二△盤 の塾

証業務に関する法律 (平成 14年法律第
153 22 7項の規定による

利用萱証盟墨重量証塑豊の工製 主ある当

附  則

1・ 2 【略】

【加える】



改正後 改正前

で接続された端末機で、証明書等を発行

する機能を有するものをいう。)に より
れ 2条第 1号に ‐

却ニ る

書の交付に係る手数料の金額は、同号の

規定にかかわらず、令和 4年 12月 1日
か ら
ノヽ
ロ 和 6年 3月 31日 までの間は、 1

通につきュ_50円 とする。

附 貝」

この条例は、公布の日から施行する。

芝但△登二堕二」菫塑L里上≦上多整土盤
末機 (本市の電i量皇機と電子通信回線


